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【『不動産登記法』の改正法が成立（令和３年４月２１日）】
　民法の制定（明治時代）以降、不動産の相続登記の申請は「任意」でした。相続登記をするか否かは、相続人の自由でした。
　その結果、近年、所有者不明の不動産が増加し、災害復興や土地活用の妨げとなり、社会問題化していました。

【相続登記申請の義務化】
　今回の改正により、「不動産を相続した場合、３年以内に相続登記の申請をしなければならない」と規定し、相続登記申請が義務化されました。
　不動産を相続した相続人が、この申請の義務の履行を正当な理由もなく怠ると、１０万円以内の過料が科されます。

【『３年以内』の開始日となる基準日】
　被相続人が亡くなった日（相続開始日）ではありません。
　「自分が相続人としての権利を取得し、かつ遺産に不動産があることを知った日」となります。
　尚、後日、被相続人の遺産として不動産の存在が判明した場合、その判明した日から３年以内に、相続登記を申請することとなります。

【改正法の施行】
　令和６年（２０２４年）までに、施行されます。
　施行前に発生した相続も、義務化の対象となります。この場合、改正法の施行後３年以内に、相続登記の申請をしなければならないとされています。

【住所変更登記の義務化】
　今回、従来、任意とされていた『住所変更登記』についても、義務化されました。
　所有権の登記名義人に対し、「住所等の変更日から２年以内に変更登記の申請をすること」が義務付けられ、正当な理由もなく申請を怠ると、「５万円以内の過料」が科されることになります。

【３年以内に遺産分割協議が整わない場合～『相続人申告登記』の新設】
　今回新設されたのは、各相続人が法務局に申し出て、登記官が相続人の氏名と住所等を職権で登記する「相続人申告登記」の制度です。
　相続人一人でも申請することが出来、提出する書類も戸籍謄本など簡略化される予定です。申出をした相続人は、「相続登記の申請義務を履行したもの」とみなされます。
　なお、「相続人申告登記」の段階で、相続人が不動産を売却することは出来ません。
　遺産分割協議終了後３年以内に、改めて相続登記の手続きを執る必要があります。




